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製遺業における論負の状況等の把捉について

製造業の元方事業者における総合的な安全衛生管理については､労働安全衛生法等の改正によ

り､元方事業者に作業間の連絡調整の実施等を耗務付けるとともに､｢盤圭造熟 こおける元方事業者

による総合的な安全衛生管理のための指針について｣(平成 18年 8月 1日付け基発節 0801010号)

を示し､その適切な実施を図っているところであるが､国会等において､製造業の請負の実態に

ついて､建設菜と同様な重層下書割符造になっているのではないかとの指摘も見られるところであ

る｡

ついては､製造業において､下請構造が変化し､建設菜と同様の問題があると認められる場合

に､必要に応じて､労働災害防止対策の強化のための検討を行うことができるよう､製造業にお

ける下請構造の状況､労働災雷の発生状況等を的雑に把握するため､下記のとおり対応をお顕い

する｡

記

1 製造業における下請構造等の状況の把握

(1)概要

製造業における下請構造等の状況を把捉するために､

元方事業者､請負事業者が混在している製造業の事業場を対象に調

査を行うこと｡

(2)対象事業場

(3).調査内容

都道府県労働局 (以下 ｢局｣という｡)又は署において､

_ ~ ~~ ｣~.加重を行うことDなお､個室方- ､- となる事業場に対するや

別指導等の実施時に聴き取る､電話により聴き取る等､各局の実態に即した方法により実施

すること.

(4)調査結果の本省報告



調査結果については､

J- 平成20年6月末までに郵送､ファックス､メール等により本省安全掛こ送付するこ

と｡

2 製造器においてiL']'.負労働者等が被災した死亡災掛 こ係る災蕃調充役命I-.TE!-=の本省送付

(1)概要

製造業においてilEf負労働者又は派造労働者 (以下 ｢il']'負労佃者等｣という｡)が被災した労

働災害について､発生15試因の分析を本省で行う予定であることから､(2)の死亡災雷に係る

災害訓衣役命部の写しを本省に送付すること.

(2)送付対象となる死亡災密

管内で発生した別添2に掲げる死亡災害 (平成 18年から平成 19年までの間に発生した製

造菜における死亡災害のうち､労働者の屈性を ｢吉1rJ一負｣又は ｢派出｣として本省に報告があ

ったものOただし､交通労働災害に係るものは除く.)

なお､平成 16年から平成 17年までの制に発生した当該死亡災害に係る災害訓査復命磐の

写しについては､既に (平成 lB年度に)本省に送付いただいているところである｡

(3)災害調査復命啓の本省送付

(2)の死亡災害に係る災奮調査復命苦の写し (大部になる場合は､添付資料については

省略可)を､既に送付済みのものを除き､平成20年6月未までに原則郵送により本省安全課

に送付すること｡

担 当:安全課 和田､若林

電 話 :03-5253-1111(内線5487,5488)

FAX:03-3502-1598


